
 

『伝統と新材料の融合による新しい試み』 

＜CLT パネルによる落とし込み構法＞ 
 
 

●日本の伝統的構法の応用版 
無垢の国産材を使った清々しい社殿を、予算が厳しいながら実現するために、日本の伝

統的な構法を応用して、材と構法の単純化を図った。 

日本の伝統的な社寺仏閣は、柱と柱の間に厚い板材を落とし込んで壁を構成する「板倉

構法」で造られたものが多い。 

 

 
伝統的な板倉構法で造られた社殿 

（菊池建設㈱パンフレットより） 

 

耐力壁でありながら、構造材がそのまま内外装の化粧材ともなり、材も構法も非常にシ

ンプルなため、一般的な現代の木造建築を建設するよりもコストを抑えることが可能で

あろうとの思いから検討が始まった。 

 

「板倉構法」は、耐震性能も高く、日本の気候風土にも適した伝統的な建設方法である

ことも魅力である。また、神様をまつる建物に化学物質の建材を多用することを避けた

い狙いもあり、純粋に木だけで構成していく建物がふさわしいのではないかと感じた。 

しかし「板倉構法」で使用する無垢板は、時間とともに縮んだり反ったりすることで、

その隙間から台風時に雨が進入してくる可能性がある。またその隙間は耐震性を著しく

低下させ、断熱性能も低いため、現代の建物としては問題が多い。 

 

かねてから付き合いのあった木質系を専門とする構造家に相談した結果、無垢材の代わ

りにＣＬＴパネルを利用し、最先端と伝統の新旧の技術を融合させることで実現するこ

とが可能となった。 

 



CLT パネル（Cross Laminated Timber の略称）とは、板の層を各層で互いに直交す

るように積層接着した厚型パネルのことである。 

 

 
CLT パネル（一般社団法人 日本 CLT 協会 HP より） 

 

一般的によく知られている集成材は、張り合わせる板の繊維方向が並行方向に張り合わ

せるのに対して、繊維方向が直交するように交互に張り合わせていくため、高い寸法安

定性や強度が得られ、厚みがあることによる断熱性、大判として利用することによる耐

震性の確保などが期待できるものである。 

 

欧州では昨今、CO２排出を防ぐために建物の木造化を積極的に進めていて、CLT 工法

はそもそも欧州で開発された工法であるが、CLT パネルはコンクリートに匹敵するほ

どの強度があり、パネル自体をビスや金具によって接合することで、10 階程度のビル

やマンションも欧米では建設されている。 

日本では平成 25 年に日本農林規格（JAS）として制定され、平成 26 年に施行され、

それにより、日本でも CLT パネルによる建設事例が出はじめてきている状況である。 

 

 

●平成２７年度の国の CLT 助成事業として実現 
日本は、戦後植林された杉林が収穫期を迎えているものの、それを間伐しないことによ

る弊害が今日大きな課題となっている。しかし輸入材におされて日本の林業は衰退の一

途をたどり、森林は荒廃し続けているのが現状である。その国産杉の需要拡大の一環と

して、杉の間伐材を使った CLT パネルの普及に国が力を入れ始めており、その普及の

ために、国は CLT 助成事業を設けている。 

 

本建物は、一般的な CLT 工法とは異なり、日本の伝統的な板倉構法の無垢材の代わり

に CLT パネルを利用し、最先端と伝統の新旧の技術を融合させている。＜CLT パネル

による落とし込み構法＞は、その意味において世界で初めての事例である。日本の神殿

建築に欧州で開発された CLT パネルが使われる点や、今後一般的な工法として汎用性

が認められる点などが期待され、平成２７年度の国の CLT 助成事業に採択された。 

 

 

 



     
本建物の概念図（緑色の壁が CLT パネル） 

 

 

   

CLT パネルの新しい可能性を見いだせる構法のひとつとして期待され、構造実験を経

て実現することができた。 

 

 
実大壁試験による耐震強度確認 

 

   
CLT パネルを柱の間に落とし込んでいる上棟時。 

 



   
後でパネルに開口部をくり抜くため、不思議な木の箱が建ち上がる。 

 

   
上棟時は、落とし込みの構法が最もわかる段階であり CLT 助成事業の委員らによる現

地調査があった。また林野庁の担当者や菊池建設社員の見学会も重なって大勢が集まっ

た。 

 

建物完成後は、その報告会およびシンポジウム「CLT の可能性 普及への課題と展望」

が開催され、本建物の課題や可能性についても議論された。 

  
シンポジウムにおける本建物についての発表と、CLT パネルの可能性についての議論

の様子 

 

CLT 助成の本事業報告書 

     



 

静岡新聞に掲載 

 

 


